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事業承継関連施策等フローチャート 相談窓口 具体的な内容
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YES

NO

会社内に後継者

候補がいますか？

会社（事業）を残

したいですか？

後継者候補は

親族ですか？

廃業の検討

後継者教育に不安がありま

すか？

■各地域の（独）中小機構

■各地域の商工団体

■金融機関等

相続税（贈与税）が心配で

すか？

■ 知的資産経営報告書の作成による事業の見える化

■ 事業承継計画を策定することによる計画的な取り組み

（経営承継円滑化法(事業承継税制)の特例承継計画の活用）

■ 経営改善 ■ 経営革新 ■ ITの活用 ■国際化

財産承継や相続紛争が心

配ですか？

■弁護士

■信託銀行

■中小企業庁(民法特例の申請)

事業承継に際しての資金

調達が 心配ですか？
■日本政策金融公庫

■都道府県窓口

後継者と一緒に経営全般

を見直したいですか？

■ 遺言、会社法の活用等の法務対策（弁護士、司法書士）

■ 遺言信託の活用（信託銀行等）

■ 経営承継円滑化法（遺留分に関する民法の特例）の活用

(中小企業庁事業環境部財政課)

■中小企業大学校

■各地域の商工団体、等
■ 後継者育成セミナーへの参加

（中小企業人材育成支援研修内「後継者育成塾」 等）

■各地域の税理士

■都道府県窓口

■ 経営承継円滑化法（金融支援）の活用

（愛知県経済産業局中小企業金融課、日本政策金融公庫）

■ 経営承継円滑化法（事業承継税制）の活用

（愛知県経済産業局中小企業金融課）

■各地域の（独）中小機構

■各地域の商工団体

■金融機関、等

■知的資産経営報告書の作成による事業の見える化

■事業承継計画を策定することによる計画的な取り組み

（経営承継円滑化法（事業承継税制）の特例承継計画の活用）

■ 経営改善 ■ 経営革新 ■ ITの活用 ■ 国際化

後継者である従業員と一緒

に経営全般を見直したいで

すか？

後継者である従業員の経

営力に不安がありますか？

■中小企業大学校

■各地域の商工団体、等
■ 後継者育成セミナーへの参加

（中小企業人材育成支援研修内「後継者育成塾」 等）

事業を引き継ぐ従業員は、

資金を準備できますか？

■日本政策金融公庫

■都道府県窓口

■金融機関

■ 経営承継円滑化法（金融支援）の活用

（都道府県窓口、日本政策金融公庫）

■ファイナンス支援の利用

（とよはし事業承継ひろば参画金融機関）
従業員が事業を承継する

にあたって、手続面が心配

ですか？

弁護士、公認会計士、税理士、

司法書士、行政書士等の専

門家

■ 法務的事項 （弁護士、司法書士）

■ 株価の算定（公認会計士、税理士）

■事業承継・引継ぎ支援セン

ター

■民間M&A会社

■M&Aに取り組んでいる金融

機関

■第三者承継に対する相談対応（事業承継・引継ぎ支援セン

ター）

■民間M&A会社への紹介（事業承継・引継ぎ支援センター）

■創業希望者とのマッチング（事業承継・引継ぎ支援センター）

■買い手候補の選定（民間M&A会社、金融機関）

引継ぎ先を探しています

か？

引継ぎ先が決まっていても、

手続面が不安ですか？

■事業承継・引継ぎ支援セ

ンター

■弁護士、公認会計士、税

理士等の専門家

■事業引継ぎの進め方の全般的なアドバイス（事業承継・引

継ぎ支援センター）

■財務（公認会計士）、法務（弁護士、司法書士）、税務（税理

士）、経営（中小企業診断士）、等に関するアドバイス
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